
  

 
 
 
 
 
 

令和 3 年度補正 

スマートシティ実装化支援事業 

報告書 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

２０２３年３月 22 日 
 

スマートけいはんなプロジェクト推進協議会 
 
  



  

目次 
1. はじめに .................................................................................................................................... 1 

1.1. 都市の課題について .......................................................................................................... 1 
1.2 コンソ―シアムについて（KPMG 更新） ......................................................................... 1 

2. 目指すスマートシティとロードマップ ..................................................................................... 2 
2.1. 目指す未来 ......................................................................................................................... 2 
2.2. ロードマップ ..................................................................................................................... 4 
2.3. KPI ..................................................................................................................................... 5 

3. 実証実験の位置づけ .................................................................................................................. 6 
3.1. 実証実験の目的 .................................................................................................................. 6 
3.2. 実証実験を行う技術・サービスのロードマップ内の位置づけ ......................................... 6 
3.3. ロードマップ達成に向けた課題 ........................................................................................ 7 
3.4. 課題解決に向けた本実証実験の意義・位置づけ ............................................................... 7 

4. 実験計画 .................................................................................................................................... 7 
4.1. 実験計画の全体像 .............................................................................................................. 7 
4.2. 実験で実証したい仮説 ....................................................................................................... 8 
4.3. 実験内容・方法 .................................................................................................................. 8 

5. 実験実施結果 ............................................................................................................................ 11 
5.1. デジタルツインを活用した取組に係る実験結果及び考察 ............................................... 11 
5.2. ビジネスモデル調査結果及び考察 ................................................................................... 18 

6. 他エリアへの横展開に向けて一般化した成果 ........................................................................ 26 
7. まちづくりと連携して整備することが効果的な施設・設備の提案 ....................................... 26 
 
 
 

 



  

1 
 

1. はじめに 
1.1. 都市の課題について 

けいはんな学研都市の発展を支え、都市の中核的な機能を担ってきた『精華・西木津地区』

には住宅施設、商業施設及び文化学術研究開発施設や研究開発型企業が多数集積し、現在、人

口約 21,300 人（約 7,700 世帯）、立地企業数 59 社、就業者数約 4,000 人にのぼっている。一

方では、平成 6 年の都市びらきから 25 年余りが経過するなかで、住民の高齢化が進展するな

ど、色々な課題も出てきている。 
 
(1) 生活者（住民・来訪者）の視点 

クラスター型開発により整備された郊外型住宅地である本区域は、最寄り駅までのアクセ

ス道路が整備されているものの、路線バスで 10～20 分程度要するとともに、丘陵地のた

め坂道が多いことから、徒歩や自転車による移動よりもマイカーや路線バスによる移動が

主となっている。今後はバス事業者の運転手不足といった問題も予想されることから、高齢

者等交通弱者の災害等緊急時を含めた移動手段の確保、スマートで安心・安全、快適な生活

が営める環境を整えていく必要がある。 
 

 (2) 就業者・立地企業の視点 
住民の増加、立地施設の集積に伴って、通勤や出張等での本区域への来訪者が増加してい

る。 通勤については、最寄りの鉄道駅（近鉄新祝園駅・JR 祝園駅、近鉄けいはんな線学研

奈良登美ヶ丘駅）からの路線バスの効率的・効果的な運行が必要となっている。また、出張

等では、けいはんな学研都市の特徴から国内外各地から京都駅や大阪駅、関西国際空港とい

った主要ターミナルからの直行高速バスによる快適で時間を有効に活用できるサービスな

どが求められている。 
 

 (3) 都市の管理者の視点 
 持続可能な都市サービスを提供しグローバルなオープンイノベーションを促進する都市

づくりを進めるためにも、分野横断的で効率的な方法により行政コストの軽減を図ること

が必要である。 
 

1.2 コンソ―シアムについて 
けいはんな学研都市では、地方自治体、民間企業、商工会関係者で構成された「スマートけ

いはんなプロジェクト推進協議会」を 2019 年に組成し、精華・西木津地区をフィールドとし

てスマートシティ実現に向けた施策を産・官・学連携により推進してきた。 
本実証においては、スマートけいはんなプロジェクト推進協議会を母体としつつ、当該協議

会メンバーである一般社団法人京都スマートシティ推進協議会、エヌ・ティ・ティ・コミュニ

ケーションズ株式会社、ダッソーシステム株式会社及び京都府を中心に官民連携で推進体制を

構築し、事業の遂行にあたる。
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2. 目指すスマートシティとロードマップ 
2.1. 目指す未来 

(1) 誰もが安心・安全に暮らせる都市 
・ 高齢化社会にあって、電気自動車（ＥＶ）等の導入により都市内交通の充実を図り、高齢

者等の 自立生活を支援する。また、ＡＩデバイスシステムの導入により、健康相談、食事

管理等の生活支援により、健康寿命の延伸を図る。 
・ 人口減少社会においても、にぎわいや潤いのある空間を創出するため、電気自動車（ＥＶ）

等の 導入を契機として、多世代・多文化交流機能を充実させ、快適で活気に満ちた都市を

つくる。 
・ 全国で多発する集中豪雨や地震などの災害に強く、事故や犯罪の発生にも対応した、誰も

が安心して安全に暮らせる都市をつくる。  
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(2) 新しい産業が絶え間なく創出されるイノベーション都市 
・ けいはんな学研都市へのアクセスの向上や都市内交通の整備等を通じて、通勤・就業環境

の充実を図り、企業間の交流や高度外国人材の受入を促進することにより、グローバルな

オープンイノベーションの拠点都市をつくる。 
・ 人口減少社会においても、にぎわいや潤いのある空間を創出するため、電気自動車（ＥＶ）

等の 導入を契機として、多世代・多文化交流機能を充実させ、快適で活気に満ちた都市を

つくる。 
・ スマート化に際しては、ユニバーサルデザインおよび多言語対応を基本とすることにより、

障害者 や外国人が快適に居住・滞在できる環境を整備する。 
 

(3) 持続可能で「誰一人取り残さない」都市 
・ 電気自動車（ＥＶ）等の導入により、ＣＯ２や大気汚染物質の排出削減を図る。また、Ｅ

Ｖ等搭載 蓄電池を非常用電源として活用するとともに、ＥＶ等不使用時には電力システ

ムに組み込み、需要側での電力抑制やそのシステムを一つにまとめた仮想発電所の制御に

活用する。  
・ 通勤、買物、通院等の移動手段のマイカーから公共交通機関への転換を促進し、ＣＯ２や

大気 汚染物質の排出削減、駐車場スペースの削減による土地の有効活用、交通事故の削

減等を図る。 
・ スマート化に際しては、ユニバーサルデザインおよび多言語対応を基本とすることにより、

障害者や外国人が快適に居住・滞在できる環境を整備する。 
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2.2. ロードマップ 
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2.3. KPI 
 
課題 KPI 目標 
①高齢化社会での自立

生活を支援 
■高齢者のコミュニケーション・

見守りの仕組み 
a)AI デバイス利用登録者世帯 
b)地域健康ポイントによる高齢者

の外出機会創出 

       【2023 年度末】 
 
a)全世帯の 10％がAIデバイスを

活用 
b)高齢者世帯の 3％が地域健康ポ

イントを獲得 

②イノベーションの推

進、新たな産業の創出・創

発 

a)企業の就業者のマイカー通勤率 
b)地域住民の移動における自動車

負担率（買物） 
c)CO2 排出量 

       【2023 年度末】 
 
a)現状 40％から 35％に転換 
b)現状 81％から 70％に転換 
c)-327t/年の削減 

③持続可能で安心・安

全な都市づくり 
■EV 活用等による非常時のエネ

ルギー供給 
a)地域の防災拠点等の防災力強化 

       【2022 年度末】 
 
a)1 箇所の設置 

■電柱等に設置した宅配ボックス

の設置 
b)地域への宅配ボックスの設置

（実証） 

       【2020 年度末】 
 
a)3 箇所の設置 

■停電時の拠点施設の電源確保 
a)地域の防災拠点等の防災力強化 

       【2022 年度末】 
 
a)1 箇所の設置 

■防災サービス高度化 
a)避難誘導のパーソナライズド化

を通じた防災意識向上 

       【2023 年度末】 
a)避難誘導訓練等の実施を通じ

て、取組みを有用と感じる住民の

割合 70％以上 
■地域課題解決へのデジタルツイ

ンの活用 
a)健康・交通・防災に係るユースケ

ースの創出 

       【2023 年度末】 
 
a)合計 12 件のユースケース創出 
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3. 実証実験の位置づけ 
人口減少社会やライフスタイルの変化等を背景に、気候変動の影響による災害の多発化・激

甚化など、環境に関する課題は深刻化の一途を辿っているほか、新型コロナウィルス感染症の

度重なる流行によりwithコロナを前提とした暮らしを想定する必要があるなど、目標設定当初

より外部環境に大きな変化が生じている。 

こうした状況において、実証フィールドが位置する精華町及び木津川市における地理的リス

クに目を向けると、同エリアにおいては、想定最大規模降雨が発生した場合、河川（木津川）

の氾濫により最大5m以上の浸水が予測されている。また、域内の1,000人当たり病床数が7.1

床、医師数が1.2人と、いずれも全国平均と比較して5割程度低く、医療的資源が不足している

地域でもある。 

今後、域内人口の一斉高齢化が進み、かつ、気候変動の激化が予見されるところ、水害が発

生し、逃げ遅れ等により多数の負傷者が発生した場合、医療的資源の不足から十分な対処を講

じることができない可能性がある。こうした課題に対して、テクノロジーを活用し、発災時の

迅速な避難及び関係者間での情報共有を可能とするなど、被害を最小限に留めるための取組を

加速させる必要がある。また、新型コロナウィルス感染症の拡大により、避難所においても対

策を講じる必要が生じている。その中で、避難対象者に割り当てる滞在スペース間の距離を拡

大する必要があるところ、結果として避難所あたりの収容可能人数が従来よりも減少し、既存

の避難所だけでは避難対象者を収容しきれない、という新たな課題が生じている。 

こうした状況を踏まえ、課題③ 持続可能で安心・安全な都市づくりについて、デジタルツ

インを活用した防災サービスの高度化に取り組む。 

 
3.1. 実証実験の目的 

本実証実験においては、前年度までの各種実証を補完・加速する取組として、デジタルツイ

ンの活用に係る検証範囲を拡大し、地域課題の解決に資する取組に繋げることを目的とする。

具体的には、デジタルツイン上で洪水・浸水を再現したうえで、被災者位置情報・避難所情報

(緯度経度・収容人数など)をもとに、避難誘導アプリを介して最適な避難方法を表示する。こ

の際、避難所の収容可能人数・混雑状況を推計し、受入困難な避難所から、代替となる避難所

への誘導等を行うことを検討する。また、今後の最適な避難所配置等を推計する。 
 

3.2. 実証実験を行う技術・サービスのロードマップ内の位置づけ 
取組⑪のロードマップにおいて、過年度の取組を踏まえ、地域課題の解決により資するサー

ビスに係る実証を行う。 
具体的には、過年度の取組みにおいてデジタルツインを活用した洪水・浸水の再現および避

難行動の検証が可能となり、ワークショップを通じて住民の防災意識についても一定の変化が

見込まれたことから、デジタルツインを地域の課題解決に活用するための次のステップとして、

住民の避難行動により直接的に寄与できる「デジタルツイン×パーソナライズド避難誘導」の

実現に向けた技術検証を行う。    
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3.3. ロードマップ達成に向けた課題 
気象データや人流データなど災害時に必要な情報を可視化する取り組みは今までも実施され

てきたが、避難誘導や情報通知のパーソナライズ化の手段としては利用されておらず、有用性

を確認・検証するとともに、活用手法を確立する必要がある。また、災害情報通知及び避難推

奨のパーソナライズ化をすることで、避難対象者の当事者意識を強め、迅速な避難誘導に繋げ

ることができるかを検証する必要がある。 
 

3.4. 課題解決に向けた本実証実験の意義・位置づけ 
デジタルツイン及びデータ連携基盤（都市 OS）と連携しながら、ハザードマップや避難所デ

ータなど災害時に必要な情報を避難誘導や情報通知のパーソナライズ化の手段として活用す

るアプリケーションを構築し、技術検証を行う。これにより、「デジタルツイン×パーソナラ

イズド避難誘導」のサービス基盤を確立し、社会実装に繋げることを目指す。また、併せて、

社会実装を見据えたビジネスモデルの検討も行う。 
 

4. 実験計画 
4.1. 実験計画の全体像 

デジタルツイン上で実施した洪水・浸水状況及び当該状況を踏まえた避難シミュレーション

の結果を、都市 OS を介して市民向けサービス（避難誘導アプリ）に連携し、ユーザーの位置

情報や属性に併せてパーソナライズされた情報通知や避難経路の表示を行う。 
この際、フィールド内の避難所の混雑状況に応じた避難誘導先の選定を行うとともに、状況

を都市 OS 上で一元的に管理し、情報の共有に活用する。 
また、併せて、デジタルツインを活用しながら、今後の最適な避難所の配置エリア等も検討

するとともに、社会実装を見据えたビジネスモデル検討も行う。 
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4.2. 実験で実証したい仮説 
デジタルツインと市民向けサービス(避難誘導アプリ)を組み合わせ、デジタルツイン上でシ

ミュレーションした結果を、都市 OS を介して避難誘導アプリに連携することで、個々の位置・

属性に応じたより最適な避難誘導が可能とするサービス基盤の構築が可能か技術検証を行う。 
気象データや人流データなど災害時に必要な情報を可視化する取り組みは実施されてきたが、

避難誘導や情報通知のパーソナライズ化の手段としては利用されておらず、先進性が認められ

る。また、本実証で用いるデータ、プロセス・メソッドの有用性が確認できれば他の地域への

広域的な展開が可能であり、汎用性・発展性が認められる。 
 
4.3. 実験内容・方法 

過年度実証において構築したデジタルツイン（ハザードマップや人流データのデジタルツ

イン上での可視化）を活用し、都市 OS を介してデジタルツイン上のシミュレーション結果

と避難誘導アプリの連携が可能かを検証する。なお、本実証で使用するハザードマップや避

難所データの特性（数年おきにしか更新されない）を鑑み、オンラインの API 連携は行わ

ず、デジタルツインと避難誘導アプリが同じ形式のデータを利用可能かという点を検証す

る。 
この際、避難誘導アプリにおいて、被験者の位置・属性、及び避難所の混雑状況に応じた

最適ルート提示や情報通知が可能かを検証する。また、併せて、デジタルツインを活用しな

がら、今後の最適な避難所の配置エリア等も検討する。 
 
4.3.1. デジタルツインを活用した取組 
4.3.1.1. 対象とするデータ 

本取り組みでは、ハザードマップデータ、人流データ及び避難所データを活用する。具体

的には以下のデータを活用することとする。 
 

 ハザードマップデータ 
 一級河川(木津川) 

 人流データ 
 モバイル空間統計 

 避難所データ 
 位置、対応災害種別、収容人数、階数の情報 
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4.3.1.2. 実証に用いるデジタルツインの範囲 
過年度実証において構築した「けいはんなデジタルツイン」の 3D 都市モデルを活用するこ

ととし、下記図の青枠内を実証の範囲とする。 

 
4.3.1.3. デジタルツインと避難誘導アプリの連携 

「デジタルツイン」は、避難計画立案のために地域の災害関連データを統合的・俯瞰的に可

視化するツールであり、住民が所持するスマートフォンを通じて避難情報と避難ルートを提

供する「避難誘導アプリ」とは、役割や機能に関して補完関係にあり、「データ連携基盤」を

通じて、データの共有・連携を行う。 

 
4.3.1.4. 避難所配置の最適化 

デジタルツインを活用して、避難所の配置の再検討ならびに最適化を行えるようにするため、

現在の避難所および避難所の候補となりうる建物に関して、関連するデータを即座に把握で
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きる仕組みを作る。具体的には建物属性（標高・階数・構造など）、災害想定区域外にある

か否か、および避難計画人口や避難人口 1 人あたりの面積に関するデータを、デジタルツイ

ン上で可視化する。 
 

4.3.1.5. 実証に用いるシステム構成 
以下にシステム構成を示す。データ連携基盤を HUB として各システムを API で接続し機能

を実現する。また、令和四年度事業で対応予定のセンサーデータの中継を見越し、避難誘導の

ロジックを作成する。 

4.3.2. ビジネスモデル調査 
防災領域やデジタルツインは重要なトピックである反面、取組そのものが収益を生むわけ

ではなく、必要なコストをいかに確保するかが課題である。特に、特に地方自治体は人口減

少による税収減がほぼ既定路線であり、新規の投資には高いハードルが存在している。 
対処策として他領域とのデュアルユースや、収益を確保できる領域との同時実施による予

算負担軽減等が想定されるところ、防災事業等に必要となるコストの確保に向けた工夫を

行っている事例を調査し、ビジネスモデルの方向性を検討する。  
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5. 実験実施結果 
5.1. デジタルツインを活用した取組に係る実験結果及び考察 
5.1.1. パーソナライズド避難誘導アプリの実装 

デジタルツインと連動を図りながら、NTT グループが保有する避難誘導関連のアプリ

ケーションをベースに、データ連携基盤と連携したアプリケーションの実装（既存アプ

リの環境変更・チューニング等）を行った。また、当該アプリケーションにおいては、

個別端末へのインストールが必要となるネイティブアプリ形式ではなく、URL にアクセ

スさえすればどのような媒体(SMS や LINE、防災メールなど)から配信されてもアクセ

スを容易とする web アプリケーション方式による実装を行った。 
 

 トップ画面 

 
 
避難誘導アプリの URL をブラウザで入力すると、左の図が表示される。画面下にある

メニューから、避難所ルート表示/地図上の凡例の表示/ユーザーの設定/避難訓練時のロ

ギング開始（令和四年度事業で機能実装予定）を実施できる。  
最下部の下矢印を押下することで、メニューが閉じられる設定となっている（図中央）。

当初、URL をブラウザで入力した際の最初のデフォルト画面は、メニューが閉じられて

おり、ユーザーがどこでルート検索等の機能を使用できるのかが分かりづらいことが分

かったため、デフォルトでメニュー表示されるように実地試験を経て修正した。 
右下の箱マークを押下することで、避難所アイコンや危険エリア/ハザードマップポリ

ゴンの表示ができるメニューが表示されることを確認した。  
また、初期状態のマップ表示に関して、そのまま避難が開始できる程度の縮尺に実地試

験を経て修正した。 
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 ハザードマップ表示機能 

 

 
右下の箱マークを押下し（図左）、該当の河川名を押下することで、地図上に災害種別

ごとに色分けしてハザードポリゴンを表示できることを確認した（図中央）。また、ポリ

ゴンを押下することで、該当のハザード情報が表示されることを確認した（図右）。  
木津川の浸水区域を示しており、浸水レベルを基にハザードポリゴンの色を 6 段階で

分けて表示するものとしている。 
 

 避難所状態表示機能 

 
 
右下の箱マークを押下し（図左）、避難所を押下することで、地図上に避難所を表示で

きることを確認した。各避難所はリアルタイムの開設/混雑状況に応じてアイコンを色で
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区分けしている。緊急避難可能施設はアイコン自体を分けており、通常の避難所と差別

化して表示した。（図の赤いアイコン）  
また、タップすると詳細情報が確認できるようになっている（図中央、図右）。立ち上

げた段階ですぐ避難が開始できるよう、避難所はデフォルトで表示するように実地試験

を経て修正した。 
 

 危険エリア通知機能 

 
 
アプリ使用者の現在位置が危険エリア/危険エリア付近になっていた場合、画面上部に

危険を通知が表示される。危険エリア自体をハザードマップとして表示することもでき、

黄色を警戒エリア（図左）、赤色を回避エリア（図中央）としている。ポリゴンをタップ

することで、ポリゴンの情報を表示することができる（図右）。  
立ち上げた段階ですぐ避難が開始できるよう、危険エリアはデフォルトで表示するよ

う、実地試験を経て修正した。  
また、実際の緊急時避難を鑑み、画面の更新頻度を 5 分から 1 分に変更した。 
 

 ルート検索機能 
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メニュー内の避難所ボタンを押下（図左）後、避難所一覧の中から避難先を選択する（図

中央）。その際、高齢者かどうかに応じて避難所リストの表示優先順位を変更する。その

後、回避エリアとなっているハザードポリゴンを避けて、避難所へ到達するルートを地

図上に表示する（図右）。回避エリアとなっているハザードポリゴンの回避が不可能また

は既にポリゴン内に探索開始位置がある場合は避難所までの最短ルートを表示する。 
高齢者優先施設に関しては、高齢者優先であることが分かりづらかったので、避難所一

覧表示の際にその旨を強調するような UI に、実地試験を経て修正した。 
 
5.1.2. 本取組を通じて得られた成果・課題 

本取組を通じて、リアルタイムの情報を表示することにより、住民一人ひとりの状況に合

わせて避難の判断がしやすくなることが確認された。 
一方で、従来の防災アプリより大量のデータを表示しなければならず、どのような画面表

示にすれば正確に直感的に情報を読み取れるかについては、ユーザー実証を通じて検証が

必要である。 
また、今回 Web アプリにて避難誘導アプリを構築したが、URL にアクセスさえすればど

のような媒体(SMS や LINE、防災メールなど)から配信されてもアクセスを容易に行える

ため、ネイティブアプリのようにアプリインストールが不要で、住民の使用率の改善には有

益だということが分かった。 
一方、ネイティブアプリでないと実装ができない機能があり、ユーザビリティ上での制約

が発生することが分かった。(現在地の矢印の方向で自分の向いている向きがわからないや

GPS 情報取得がページを開いていないと行えない等) 
上記点については、令和 4 年度の住民参加の避難訓練実証を通じて操作面・機能面におけ

るユーザーの受容性をどの程度の機能があれば受容されるか検証が必要である。 
なお、データ連携基盤と避難誘導アプリの連携 API は、NGSIv2 を極力使用する事で汎用

的な接続をすることできたため、データ連携基盤を中心に防災情報を連携することでその

他の防災システムやその他分野のサービスへもシステム連携することが可能である。具体

的には、他地域で導入されている都市 OS への展開（都市間連携）や、他サービスへの避難

状況等の共有等の拡張性を確保している。 
また、ハザードマップなどの大きいデータの取り扱いについては全てを API で処理する

のではなく、事前にオフラインにてデータを共有し、状態管理を API で行うことで動的に

扱えることを可能とした。 
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5.1.3. デジタルツインと避難誘導アプリのデータ連携 
デジタルツインと避難誘導アプリのデータ連携の方法を検討した。具体的には、GeoJSON

形式で作成された災害関連データをデジタルツインにインポートし、同じ形式のデータを

デジタルツインと避難誘導アプリで共有できることを確認した。 
 

5.1.4. 避難所配置の最適化 
デジタルツインに避難所および避難所候補の建物をアイコン表示させ、クリックするとプ

ロパティ（属性データ：施設の種類、災害分類、施設面積、緯度経度など）が表示されるよ

うにした。 
さらに、避難想定人数（避難所から半径 1.5km/3km の昼間人口）とをデジタルツイン上

でシミュレーションするとともに、避難人口 1 人あたりの避難所の施設面積を閾値にして、

収容可能人数をデジタルツイン上で推計可能にした。 

＃ 観点 成果 課題と今後の検証点
1 リアルタイムでの

情報表示
位置及び災害の状況に応じた情
報表示により、住民一人ひとりの
状況に合わせて避難の判断がし
やすくなることをプレテストを通じて
確認

従来の防災アプリより大量のデータを
表示する必要
正確・直感的な画面表示設計
について、ユーザー実証を通じて
検証

2 アプリの実装形
式

Webアプリにて避難誘導アプリを
実装することで、アクセスの容易
性を確保
URLにアクセスさえすればどのよう
な媒体(SMSやLINE、防災メー
ルなど)から配信されてもアクセスを
容易に行えるため、アプリインス
トールが不要で、住民の使用率
の改善には有益

ネイティブアプリでないと実装ができな
い機能があり、ユーザビリティ上での
制約が発生(現在地の矢印の方向
で自分の向いている向きがわからな
いやGPS情報取得がページを開い
ていないと行えない等)

機能面での受容性をユーザー実
証を通じて検証

3 データ連携基盤
との連携

NGSIv2を極力使用する事で汎
用的な接続をすることできたため、
データ連携基盤を中心に防災情
報を連携することでその他の防災
システムやその他分野のサービス
へもシステム連携することを可能
とした
ハザードマップなどの大きいデータ
の取り扱いについては全てをAPI
で処理するのではなく、事前にオ
フラインにてデータを共有し、状態
管理をAPIで行うことで動的に扱
えることを可能とした

－
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避難所のプロパティ（属性データ）の表示 
 

ここでは広域避難所に指定されている精華町立精華中学校を例に取って、避難想定人

数、収容可能人数などをシミュレーションした結果を記載する。なお、本実証は、デジタ

ルツインを活用したシミュレーションの手法を検証することを目的としており、個々の避

難所の問題点を明らかにすることは目的としていない。また、以下で代替避難所として具

体的な施設名をあげているが、あくまでも仮説検証のためであり、施設の構造・設備の確

認や事前の調整などは一切行っていない。 
デジタルツイン上に登録したモバイル空間統計のデータを利用して推計した、精華中学

校の半径 1.5km のエリアの昼間人口は 12,772 人。隣接する５つの広域避難所との重複を

勘案すると、最大 5,888 人が精華中学校に避難する可能性がある。 
 

 
精華中学校を中心に、半径 1.5km のメッシュの昼間人口を把握 
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精華中学校の位置、面積、収容人数などを確認 ※表示の面積は敷地面積 

 
一方で、精華中学校の建物面積は、校舎（延床）6,995 ㎡、体育館 1,111 ㎡の 8,106 ㎡。

避難人口 1 人あたり 3.3m の面積を確保すると 2,456 人の収容人数（屋内）にとどまり、

3,432 人の超過が発生する。デジタルツイン上で、仮に同中学校から徒歩約 200m のショ

ッピングセンター・せいかガーデンシティ（延床面積 11,379 m²）の収容人数を推計した

ところ、超過人数を上回る 3,448 名を収容できる可能性があった。このように、現行の避

難所に限らず、公共、民間のさまざまな施設あるいは遊休地・遊休施設を避難所として利

用した場合に、どの程度の人員を収容することが可能か、直ちに推計することができた。 
 
本実証を通じて、各避難所に集まる想定最大避難人口を推計することにより、避難所の

位置、収容人数などを再検討できることは、地域防災計画の策定・見直しにも有意義であ

ることが考察された。一方で、本実証の範囲（デジタルツイン構築範囲）に限っても、避

難所同士は接近している場合が多く、複数の避難所の間で避難人口をどのように振り分け

るべきかについては課題が残った。（本実証では隣接する避難所に均等に割り当てた。） 
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5.2. ビジネスモデル調査結果及び考察 
5.2.1. 事例の調査・収集 
5.2.1.1. デスクトップリサーチ 

事例の調査・収集にあたり、令和３年度補正デジタル田園都市国家推進交付金事業に採択

された交付金 TYPE1/2/3 の採択事例 746 事例より、防災×ICT に係る取組みを行っている

事例 16 件を抽出したうえで、更にサービスの維持に向けたビジネスモデルを検討している

可能性がある自治体４つをヒアリング候補として選定した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＃ 事業名 取り組み主体 取り組み概要

1
複数分野データ連携の
促進による共助型ス
マートシティ推進事業

福島県会津若松市
事前にオプトインで取得した住民のデータと災害時にリアルタイム
で取得したデータをもとに、防災情報の通知、パーソナライズされ
た避難誘導、及び、避難所生活でのサポートが実施できるサー
ビスを提供する。

2 焼津市スマートシティ推
進事業 静岡県焼津市

焼津市公式LINEアカウントへのスムーズな避難情報の送信の
実現に加え、ダッシュボード上で避難所の混雑状況等をわかり
やすく表示するサービスを提供する。

3
データ連携基盤
（DoboX）を核とした
新たなサービスの提供

広島県
インフラデータの一元化・オープン化を可能とするデータ連携基
盤を活用し、官民が保有する様々なデータを組み合わせたサー
ビスを提供する。

4 多極分散を志向した強
靭なデジタルまちづくり 愛媛県

交通・防災分野における都市リスクの可視化整備を行い、県
民ダッシュボード等を通して災害時の避難経路の情報を提供す
る。
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5.2.1.1.1. 福島県会津若松市の取組み（複数分野データ連携の促進による共助型スマートシティ

推進事業） 
福島県会津若松市では、事前にオプトインで取得したデータ・災害時にリアルタイムで取

得したデータを組み合わせ、パーソナライズされた複合的な避難支援サービスを提供する

としている。公開情報から、一定程度の利益が出る分野と、経費が発生する分野の収支をミ

ックスさせる型のビジネスモデルを想定していると見受けられ、実情を把握したいと考え、

ヒアリング候補とした。 
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5.2.1.1.2. 静岡県焼津市の取組み（焼津市スマートシティ推進事業） 
静岡県焼津市では、発災時には市防災メール/公式 LINE からの通知と併せて、避難所情

報等をダッシュボードにリアルタイム表示するとともに、平常時は食イベント開催店舗や特

産品直売所等の情報表示に活用するなど、水産業・観光業にも活用する仕組を構築するとし

ている。災害用のダッシュボードを水産業の DX 事業に併用し、コストを按分している可能

性があると考え、ヒアリング候補に選定した。 
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5.2.1.1.3. 広島県の取組み（データ連携基盤（DoboX）を核とした新たなサービスの提供） 
広島県では、3 次元点群データ等インフラデータを公開・可視化し、災害図上訓練の高度

化や災害発生時の 3 次元点群データとの照合による被災箇所の早期特定等に活用するほか、

建設分野の生産性向上等にも活用する取り組みを推進しており、デュアルユース等予算措置

上の何らかの工夫を行っている可能性があると考え、ヒアリング候補に選定した。 
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5.2.1.1.4. 愛媛県の取組み（多極分散を志向した強靭なデジタルまちづくり） 
愛媛県では、各種センシングデバイスによって FIWARE 上に蓄積されたデータをアプリ

ケーションによって解析し、その結果を住民への避難情報の発信・BCP 対策に利用するほ

か、県内他事業にも活用するとしており、デュアルユース等予算措置上の何らかの工夫を行

っている可能性があると考え、ヒアリング候補に選定した。 
  

取組み概要

サービス名
（主体）

ステータス
（構築中／
運用中）

サービス
内容

注目理由

多極分散を志向した強靭なデジタルまちづくり

構築中

交通・防災分野における都市リスクの可視化整備を行
い、市民生活の低リスク化を志向。
住民に対しては、県民ダッシュボード等を通じて、通
勤・通学ルートの交通状況や災害時の避難経路の情
報を提供。
地場事業者に対しては事前災害予測による高リスクの
エリアを提示し、BCP対策等に活用。また、事故リスク
回避ルート等を公共交通事業者に提供。
その他、MaaS・医療介護へのデータ活用も想定。

デュアルユース等予算措置上の何らかの工夫を行って
いる可能性がある。

センシングデバイス
（地場企業等）

• 交通機関ドラ
イブレコーダー

• 固定カメラ
• 河川水位

• 交通関連

愛媛県
データ
連携基盤

他事業

MaaS事業

医療・介護

解析アプリ

防災解析

交通解析

データ活用例

災害/交通情報可視化・
一元化による情報発信

アプリ/webによる
Push通知

事前災害予測によるBCP
対策

高リスク 低リスク

災害低リスクエリアへの
移設やバックアップ体制

交通解析結果を活用した
事故削減

市民向け 店舗・工場等
所有事業者

公共交通
事業者

事前情報連携による
事故リスク回避ルート

デ
バ
イ
ス
管
理

FIWARE

データ提供 データ活用

利用データ
蓄積

注目（どのようにマネタイズするか）
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5.2.1.2. ヒアリング結果に基づくビジネスモデルの方向性 
候補とした４つの自治体に対してヒアリングの依頼を行い、回答内容を踏まえて以下のビ

ジネスモデルを抽出した。 
具体的には、①広域自治体と基礎自治体での費用按分をベースに、②他分野との組合せ、

③エリア受益者による負担の分散の３つの方向性が考えられるところ、それぞれを独立し

て実施するのではなく、掛け合わせによる取組みを行うことが有用と考えられる。 
 

 

他分野との組合せ2
利用するデジタルインフラを他分野でも活用することで、取組みの有
用性を訴求し、予算獲得に繋げる。

• データ連携基盤を防災以外の他分野（デマンド交通・福祉）でも
活用することで、「データ連携基盤が存在することで複数の先進的な
事業を同時に実施できる」といった有用性を訴求し、予算獲得に繋
げた事例を確認。

広域自治体と基礎自治体による費用按分1
考えられるビジネスモデルの方向性

広域自治体

センサー基盤 センサー本体

基礎自治体

委託事業者へ
の利用料の支

払い

基盤 フロントサービス

委託事業者 委託事業者

基盤の部分を広域自治体で管理・運用し、フロントサービスを各市
町が負担して事業を展開するモデルを確認。

• 広域自治体が提供するセンサー基盤データを利用している市町に関
しては、センサー本体の運用コストを市町が負担している。

• センサーの事例以外にも、防災事業のアプリケーション（フロントサー
ビス）を各市町の負担のもとに提供するといった整理が考えられる。
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上記３つの方向性から本取組で構築する防災ソリューション及びデジタルツインにおけ

るビジネスモデルの在り方を考察すると、防災分野については、システムアーキテクチャ

（基盤部分とフロント部分）に応じて広域自治体-基礎自治体間で費用分担を行うことが望

ましい。また、デジタルツインについては、防災分野以外でのユースケースを確立し、複数

分野での共通利用及びサービスを利用するエリアオーナーからの協賛金・負担金も獲得す

ることで、運用経費の分散を図ることが理想的と考えられる。 

エリア受益者による負担の分散3
協賛金等を活用し、行政外部からサービス運用資金を獲得すること
で、運用負担を軽減する。

• 防災の事例とは異なるが、デマンド型の交通サービスを実現するにあ
たり、商業施設から協賛金という形で運用コストに対する支援を受け
るスキームを実現している事例を確認。

• 防災分野等においても、地域企業等から協賛金を募ることで、事業
費の負荷を軽減することが可能ではないか。

ビジネスモデル仮説：防災ソリューション

共通基盤

導入エリアに応じた
フロント部分

広域自治体
（災害対策課様等）

基礎自治体
地域
住民

利用

ビジネスモデル仮説：デジタルツイン

デジタルツイン

防災 健康サービス 都市計画 etc

ユースケースを拡張

共通基盤

エリアごとのデータ領域

広域自治体

基礎自治体

サービス
利用
企業等

負担金
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5.2.1.3. 社会実装に向けた今後の取組み 
今回の取組みを通じて、防災×ICT に係る先進事例から、デジタルツイン×避難誘導ソリ

ューションの持続可能性を担保するためのビジネスモデル仮説を具体化した。 
他方、導出した仮説（①広域自治体と基礎自治体の費用按分、②他分野との組合せ、③エ

リア受益者による負担の分散 の組合せ）を完全に社会実装した事例はなく、基礎自治体を

含む関連ステークホルダーと段階的・継続的に協議を重ねることが必須である。 
以上を踏まえたうえで、社会実装に向けた今後の取組みとして、後続事業において予定さ

れている住民参加型のフィールド実証と併せて、ビジネスモデルの実現性を検証するとと

もに、フィールド実証を踏まえた住民や基礎自治体の反応も踏まえながら、実装に向けたア

クション事項等を明らかにすることとしたい。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

先進事例からの
ビジネスモデル
仮説抽出

ビジネスモデル
実現性検証・
実装に向けた

アクション事項検討

実装に向けた
アクション

(予算確保・
段階実装等)

抽出結果

今後のアプローチ

避難誘導ソリューション・デジ
タルツインのコスト構造整理

基礎自治体を含むステークホルダ間での討議・
アクション事項具体化

本事業
（令和3年度補正）

STEP１ STEP２ STEP３

上記を踏まえた最適な
ビジネスモデル検討

必要に応じての機能拡張・
他分野連携検討

広域自治体と
基礎自治体による費用按分

他分野との組合せ

エリア受益者による
負担の分散

1
2

3
後続事業（フィールド実証）

と併せて着手
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6. 他エリアへの横展開に向けて一般化した成果 
本取組を通じて、他エリアへの横展開に向けて一般化した成果として、他地域でも避難誘導

アプリケーションを使用することで、効率的な避難誘導を可能とする基本的な仕組みを整備す

ることが出来た (但し、導入にあたっては個別地域の事情などを考慮する必要がある)。 
また、河川氾濫だけでなく、その他の災害にも避難誘導の仕組みを転用することが可能であ

る。加えて、データ連携基盤中心にシステム連携することにより、汎用的なシステム連携を実

現することができるため、今回扱ったデータは、その他の防災サービスや他分野のサービスに

も連携することが可能である。 
 
7. まちづくりと連携して整備することが効果的な施設・設備の提案 

まちづくりと連携して整備することが効果的な施設・設備に係る提案事項として、人流分析

により把握した混みやすい避難所に対し、どのように住民に周知するかを検討した上で、追加

設備の検討や物資配分の検討を行うべきだと考える。 

具体的には、例示として、今回は混みやすい避難所を高齢者優先施設と表示したが、その際

に高齢者が受け入れられるようにバリアフリーの整備や高齢者が必要になる避難物資を優先

的に配備するなどを検討することが望ましいと考える。 

 

 

 

 


